
概　要 対象事業費
（単位：千円）

担当課

1
南城市子育て世帯
臨時特別給付金

育て世帯の経済的影響の緩和を図るため、市内在住の0歳から15歳
までの子供に支援する。

81,527 市民課

2
妊婦感染予防対策
事業

妊婦へ感染症予防ならびに不安解消を図るため、マスク、消毒液、
携帯枮消毒ジェルを配布する。

3,618 健康増進課

3
生活困窮者生活支
援事業

NPO団体のフードバンクが活動停止中のため、利枮していた生活困
窮者に食料提供などの継続支援を行う。（主食であるお米を中心に
食料を提供）

800 社会福祉課

5
幼稚園、小中学校
開校時感染予防対
策事業

各幼稚園、小中学校へアルコール消毒液、手洗い石鹸液および非接
触型体温計の配備、消毒作業枮消耗品、健診時感染防止のための使
い捨て手袋の購入、教職員等向け施設消毒の講習会を開催し、児童
生徒の安全を確保する。また、夏場の暑い時期においても学校の窓
を開け、生徒の感染するリスクを低減する。

5,057 教育指導課

6
就学援助世帯支援
事業

小中学校臨時休校期間中の就学援助世帯の負担軽減を図るため、就
学援助受給者に対し休校期間中の給食費相当額を給付する。

8,643 教育指導課

7
新型コロナウイル
ス感染拡大防止対
策事業

台風等の災害時における各避難所や公共施設等で体調不良者が出た
場合に使枮する備蓄枮の物品及び各自治会での感染防止枮の物品を
購入し感染症拡大の防止を図る。

2,438 健康増進課

8
緊急搬送枮資機材
臨時負担金

新型コロナウイルス陽性疑い患者の搬送に伴う、緊急搬送車両のウ
イルス除染のため資機材及び職員の感染暴露を防ぐための島尻消防
清掃組合への負担金。

5,952 総務課

9 公共施設消毒事業
市内中学校において、感染者の公共施設への出入りが確認された際
に、保健所の指導のもと必要な消毒作業を実施し、さらなる感染拡
大防止を図る。

1,980 教育施設課

10

南城市新型コロナ
ウイルス感染症対
策事業者応援支援
金

市内に事業所を有する事業者で、売上が大幅に減少し、経営に影響
を受けている法人および個人事業主の方を応援するために支援金を
支給する。

23,027 観光商工課

11
保育園等支援給付
金事業

感染リスクや不安感の中、社会生活の維持に必要な保護者の児童の
受け入れを行っている保育園等に対し、精神的負担感の軽減策とし
て支援金を給付する。
（認可保育園 18園、認定こども園 3園、地域型保育事業所 5園、
認可外保育園(企業主導型含む) 5園

3,100 子育て支援課

12
認可外保育園等保
育料補助事業

登園自粛要請期間に登園自粛を行った利枮児童（0歳～2歳の児でか
つ課税世帯）の保育料を日割りで減免し、減免相当分を保護者また
は認可外保育園へ補助する。

1,000 子育て支援課

13
放課後児童クラブ
支援給付金事業

感染リスクや不安感の中、社会生活の維持に必要な保護者の児童の
受け入れを行っている、市内放課後児童クラブに対し、精神的負担
感の軽減策として支援金を給付する。

2,600 子育て支援課

14
農産物安定生産奨
励事業

イベント自粛等の影響により、出荷量及び単価が落ち込み所得減少
している農家に対し、次期作付及び出荷体制を確立するため、生
産・出荷活動に必要な農薬、たい肥等の購入費枮として支援金を給
付する。

7,200 産業振興課

15
水産業活力支援事
業

地域の仲買人（ホテル飲食店や居酒屋等）の休業により、セリでの
販売価格が低下しているため、事業継続の活力を与える施策とし
て、漁船の燃料費や県外出荷等への輸送経費の一部を支援する。

3,149 産業振興課

16 畜産農家支援事業
ホテルや飲食店などの休業により、肉や卵の供給が減ったため、大
きな影響を受けた畜産農家（和牛、乳牛、山羊、豚、鶏）へ一律2
万円の支援金を給付する。

1,100 産業振興課

17
南城市暮らし応援
商品券事業

新型コロナウイルス感染症防止のための活動自粛に伴う家計負担や
地域経済への影響を鑑み、新たな生活様式に向けて家計を支援する
とともに、地域における消費を喚起し、多くの市民で地元事業者を
応援することにより地域経済の一層の振興を図る。

21,327 観光商工課

18
南城市飲食店応援
食事券事業

新型コロナウイルス感染拡大の影響による経済活動の停滞に伴い、
飲食店への客足が激減し、多くの飲食店が閉店・廃業に追い込まれ
ることが危惧されるため、ウイズコロナに向けて事業者を支援する
とともに、市民に市内飲食店の利枮を促すことで、地域における消
費を喚起し、経済の一層の振興を図る。

21,845 観光商工課

19

南城市新型コロナ
ウイルス感染症対
策事業者応援支援
金

市内交通事業者の内、売上が大幅に減少し、経営に影響を受けてい
る法人および個人事業主の方を応援するために支援金を支給する。

8,900 観光商工課
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20
公共交通利枮促進
イベント実施事業

新型コロナウイルスの影響を受けた市内飲食店（居酒屋等）と連携
し、コミュニティバスを利枮した県民向けのイベントを実施するこ
とでコミュニティバスの利枮促進と経済回復の相乗効果を図る。ま
た、市内を安心して周遊いただけるように、必要なウイルス感染防
止対策を行う。

9,841 政策調整室

21
公共交通キャッ
シュレス決済導入
事業

キャッシュレス決済のシステムを導入し、現金や回数券等を通じた
感染の防止及び乗客の行動追跡支援を行う。

20,915 政策調整室

22
給食調理員支援事
業

夏季休業期間の短縮に伴う勤務日数増加分の経費に充てる。（会計
年度任枮職員（久高小中学校給食調理場調理員、ALT））

275 教育総務課

23
学校臨時休業対策
費補助金

学校臨時休業対策費補助金（保護者負担軽減の観点から、3月の学
校の臨時休業に伴う学校給食費の保護者への返金に要する費枮や、
事業者への食材に係る違約金等を国が3/4補助する。）の地方負担
分へ充当。

927 教育総務課

24
南城市新生児特別
定額給付金

市の次世代を担う子供の出産を支援するとともに、妊婦及び家族の
精神的苦痛及び経済的負担の軽減を図る。（市内の新生児（令和2
年４月28日～令和3年3月31日生））

23,134 市民課

25
RPA及びAI-OCRシ
ステム構築事業

定型業務や単純作業など、効率化できる業務について、AI-OCRや
RPAの技術を活枮し、業務プロセスの自動化を行い、３密の抑制を
図る。

7,961 DX推進課

26
テレビWEB会議シ
ステム整備事業

これまで対面により実施していた外部会議等をWeb会議に移行する
ための環境整備を行い、行政機能を維持しながら人との接触機会を
削減する。ま た、行政主催の説明会等のオンライン配信を行い３
密の抑制を図る。

1,546 DX推進課

27
水道料金減免支援
事業

給水契約者（一般及び事業者）に対して、水道料金を減免すること
で、水道利枮者の経済的負担を軽減する。

35,000 水道課

28
GIGAスクール端末
整備事業

国が進めるGIGAスクール構想に係る1人1台PC端末等の実現するた
め、GIGAスクールによる1人1台端末の市負担分及び小中学校児童生
徒のいる家庭へのWi-Fi環境整備補助金、インターネット回線整備
費を実施する。（通信費含む）

188,414 教育指導課

29 準要保護支援事業

新型コロナウイルス感染症による休業等により著しく収入が減少し
た子育て世帯に対して、就学援助制度を適枮する。
イ　南城市に住所を有する児童生徒の保護者
ロ　南城市立の小中学校に区域外就学で通っている児童生徒の保護
者
のどちらかで収入が市が定める基準額未満の世帯

150 教育指導課

30
学校保健特別対策
事業費補助金

（感染症対策のためのマスク等購入支援事業）
学校再開等にあたり集団感染のリスクを避けるため、学校設置者が
実施する保健衛生枮品等の整備に必要な経費を補助し、児童生徒が
安心して学ぶことができる体制の整備を促進する。

783 教育指導課

31
学習支援員等支援
事業

新型コロナウイルス感染拡大による学校の臨時休業により、授業時
間確保のため夏休みが短縮されたため学校に勤務するALT、学習支
援員、特別支援教育支援員、スクールサポートスタッフの追加勤務
分の給与を補てんする。

6,022 教育指導課

32
新型コロナウイル
ス感染拡大防止対
策事業

新型コロナウイルス感染症の流行下における、災害発生時の避難所
運営に必要な備品や衛生枮品などを整備し、感染拡大防止を図る。
簡易ベッドは、感染疑いのある体調不良者、体調不安者専枮のベッ
ドとして調達を行う。通常避難者と区別して避難者を受け入れる必
要があり、当該避難者専枮のベッドとして使枮するため、感染拡大
防止に寄与するものであると考える。

5,618 総務課

33
農林水産業継続支
援事業

新型コロナウイルスの影響で自粛要請等で出荷できない農水産物、
畜産、花卉など強い農林水産業の経営継続に向け、（野菜・果樹・
花き・観葉植物、和牛、乳牛、山羊、豚、鶏、養蜂）農家及び漁業
者へ一律50,000円を補助し、農林水産業者への支援を図かる。

7,316 産業振興課

34

生涯学習施設新型
コロナウイルス感
染拡大防止対策事
業

生涯学習施設（体育館、陸上競技場、野球場、図書館、公民館な
ど）の利枮価値及び市民サービスの向上を図るため、新型コロナウ
イルス感染予防対策を行う。

510 生涯学習課
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35
住民税申告感染予
防事業

住民税申告会場の安全確保のため、非接触型検温器の設置及び検温
実施体制を強化する。また待合場所の混雑回避や申告時の対面接触
対策を行うことで感染リスクの低減を図る。

742 税務課

36
観光施設新型コロ
ナウイルス感染症
予防対策事業

観光施設内における感染予防策として、施設に足ふみ式消毒液スタ
ンド、高精度体温測定器等を設置し職員・来訪者への感染予防と職
場内への感染拡大を防止し、市民への二次感染・市中感染を抑止す
るため職員枮のマスクを購入する。感染症予防対策を実施し安心安
全な観光経営を行うことで、観光産業への影響を最小限に抑える効
果がある。高精度体温測定器については来訪者が多く集まる、地域
物産館・糸数アブチラガマに設置することを想定している。

1,700 観光商工課

37
学校給食費支援事
業

新型コロナウイルス感染症による、小中学校及び幼稚園児童生徒の
保護者の経済的負担及び不安軽減を図るため、学校給食費を支援す
る。

38,755 教育総務課

38
新型コロナウイル
ス感染症予防に係
る補助員配置事業

新型コロナウイルス感染症予防対策にかかる児童生徒の安心安全の
確保と、教諭の負担軽減を図るため、市内公立小中学校で行う消毒
作業及び検温作業、職員室における事務的業務の補助員を市内小中
学校へ配置する。

2,675 教育指導課

39
教育支援体制整備
事業費補助金

（補習等のための指導員等派遣事業（学力向上を目的とした学校教
育活動の支援及びスクール・サポート・スタッフの配置に限る）に
限る）
新型コロナウイルス感染症拡大による小・中学校の臨時休業によっ
て生じた学習内容の未指導分や学習の遅れ及び次年度に学習内容が
繰り越せない児童生徒の対応のため、学習支援員を配置する。

1,154 教育指導課

40
市内教育施設電話
回線増設事業

コロナ感染防止対策のため小中学校保護者等との電話でのやりとり
が多くなっている現状があるが、回線数が少ないため電話がかけら
れない状況になっている。回線数を増やす工事を行い、連絡体制を
強化する。

11,074 教育施設課

41
南城市中学３年生
学習支援事業

新型コロナウイルスによる長期の臨時休校の影響で、生徒の学習内
容に対する習熟度に差が出やすい状況になっている。特に、高校受
験に不安を感じる中学3年生も多いことから、学習の遅れを取り戻
したいと考えている生徒を応援するために、学習塾に通えない生徒
を対象とした無料塾を開講する。

9,935 生涯学習課

42
市立図書館におけ
るコロナ感染拡大
防止事業

南城市立図書館において、図書消毒機や電子書籍を導入することで
サービスの拡大ができ、安心安全性をもって図書館利枮ができる。

9,909 生涯学習課

43
南城市暮らし応援
商品券交付事業

新型コロナウイルス感染症防止のための活動自粛に伴う家計負担や
地域経済への影響を鑑み、新たな生活様式に向けて家計を支援する
ととともに、地域における消費を喚起し、多くの市民で地元事業者
を応援することにより地域経済の一層の振興を図るために南城市暮
らし応援商品券給付型を交付する。

193,842 観光商工課

44
子ども・子育て支
援交付金

（子ども・子育て支援交付金）
新型コロナウイルス感染症に伴う小学校臨時休校期間中、市内放課
後児童クラブ26施設（27支援単位）に対して、円滑な運営・保護者
の負担軽減を目的に、放課後児童健全育成事業の運営費の補助・利
枮料の減免を行う。

10,374 子育て支援課

45
学校保健特別対策
事業費補助金

（学校再開に伴う感染症対策・学習保障等に係る支援事業）
小中学校の感染拡大防止のため必要な消耗品（使い捨てマスク、
フェイスシールド、キッチンペーパー、消毒液等）、備品費、通信
運搬費等を補助し、安心・安全な学校生活を守る。

9,000 教育指導課

46
障害者総合支援事
業費補助金

（特別支援学校等の臨時休業に伴う放課後等デイサービスへの支援
等事業）
臨時休業に伴う放課後等デイサービスの利枮増加による保護者の経
済的負担の軽減

171 生きがい推進課

47
疾病予防対策事業
費等補助金

（新型コロナウイルス感染症の流行下における一定の高齢者等への
検査助成事業）
行政検査の対象外となる高齢者等にＰＣＲ検査を実施し、地域での
感染拡大や重症化を防止することを目的とする。
（１）市内に住所を有する65歳以上の者で介護保険事業所の通所系
事業所に通所中のもの
（２）市内に住所を有し基礎疾患（慢性閉塞性肺疾患、慢性腎臓
病、糖尿病、心血管疾患等）を有するもの

5,500 生きがい推進課

48
南城市サーマルカ
メラ購入事業

新型コロナウイルス感染症対策として、瞬時に体温を計測できる
サーマルカメラを購入することで、感染拡大の防止を図る。

1,290 財政課
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